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（1）循環型社会を目指す法体系の整備

大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済活動を続けてき
たわが国では、廃棄物最終処分場の行き詰まりや有害物質
の環境への影響等が問題となっています。また地球温暖化
や鉱物資源の枯渇など、地球規模の問題も懸念されていま
す。こうした環境制約や資源制約への対応を新たな発展の

要素として前向きに捉え、環境と経済が両立した新しい循
環型社会システムの構築を目指すことが急務となっていま
す。
循環型社会システムを構築するためには、従来のリサイ

クル（１R）政策から、いわゆる３Ｒ（リデュース：廃棄物
の発生抑制、リユース：再使用、リサイクル：再生利用）
の取組を進めていく必要があるとの背景から、廃棄物減量、

1  家電リサイクル制度の概要

1.1  家電リサイクル制度の背景と目的

環境基本法 1994.８ 完全施行

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組法） ２００１.１ 完全施行

●社会の物質循環の確保 ●天然資源の消費の抑制 ●環境負荷の低減

環境基本計画

循環型社会形成推進基本計画：国の他の計画の基本

廃棄物処理法
●廃棄物の排出抑制
●廃棄物の適正処理（リサイクルを含む）
●廃棄物処理施設の設置規制
●廃棄物処理業者に対する規制
●廃棄物処理基準の設定 等

資源有効利用促進法 2001.4 本格施行

●再生資源のリサイクル
●リサイクル容易な構造・

材質等の工夫
●分別回収のための表示
●副産物の有効利用の促進

― 廃棄物の適正処理 ―

― 素材に着目した包括的な法制度 ―

― ３Rの推進 ―

― 個別物品の特性に応じた規制等 ― ― 指定再資源化製品 ―

１R  リサイクル

      リデュース
３R  リユース
      リサイクル

▼

容器包装リサイクル法 ２０００.４ 本格施行

家電リサイクル法 ２００1.４ 本格施行

食品リサイクル法 ２００1.5 本格施行

建設リサイクル法 ２００2.5 本格施行

自動車リサイクル法 ２００5.1 本格施行

小型家電リサイクル法 ２０13.４ 本格施行

グリーン購入法  国等が率先して再生品などの調達を推進   ２００１.４ 本格施行

パソコン 事業系 ２００１．４ 開始
家庭系 ２００３．１０ 開始

小型二次電池 ２００１．４ 開始

プラスチック資源循環法 20２2.4 本格施行

図表Ⅰ－1 循環型社会形成推進のための法体系

［出典］「家電リサイクル法［担当者向けガイドブック 2024］」（経済産業省）を基に一部加筆

家電リサイクル制度
Ⅰ章
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リサイクル推進に係る施策が総括され、2001年１月に「循
環型社会形成推進基本法」が完全施行されました。
この基本的枠組みの下、３Ｒの促進を目的とする「資源

の有効な利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）」
が最初に制定され、その後廃棄物発生量に占める割合が高
い製品を対象とした個別リサイクル法が順次制定・施行さ
れています。個別リサイクル法は対象製品の特性やライフ
サイクル等に合わせた法規定を有しており、「特定家庭用
機器再商品化法（家電リサイクル法）」もその一つに位置
付けられます。

（2）家電リサイクル法の目的

家電リサイクル法は、家庭や事業所から排出される廃家
電の収集、リサイクルに関し、これを適正かつ円滑に実施
するためのリサイクルシステムを確立し、廃棄物の適正な
処理および資源の有効な利用の確保を図ることで、生活環
境の保全および国民経済の健全な発展に寄与することを目
的としています。

（3）家電リサイクル法制定の背景

家電リサイクル法の本格施行以前は、一般家庭から排出
される廃家電の約８割は小売業者によって、また約２割は
市区町村によって回収されていました。回収された廃家電
の約半分は埋め立てられ、また残りについても破砕処理を
経て、一部金属分の回収が行われる場合がありましたが、
ほとんどは最終的に埋立てに回っていました。とりわけ埋
立処分場の行き詰まりは、当時何らかの対策を講ずるべき
喫緊の課題とされていました。
こうして廃棄物の減量と有用な部品・素材のリサイクル

を図り、循環型社会の実現を目指すため、廃家電のリサイ
クルを促進する新たな仕組みである家電リサイクル法が
1998 年５月に国会にて成立し、同年６月に公布、2001
年４月より本格施行されました。
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図表Ⅰ－2 各廃棄物等への法・ガイドラインの対応状況

［出典］「資源循環ハンドブック 2022 法制度と 3Ｒの動向」（経済産業省）を基に一部加筆

（指定再資源化製品）
     ・小型二次電池・パソコン

・エアコン、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、
洗濯機・衣類乾燥機
・排出者がリサイクル費用を負担
・廃家電4品目を小売業者が引き取っ

て、製造業者等へ引き渡し、製造業
者等がリサイクル

容器包装リサイクル法
・びん、ペットボトル、紙・プラスチック製

容器包装
・容器包装の市区町村による分別収集、

製造・利用事業者によるリサイクル

・コンクリート、アスファルト、木材
・工事の受注者が建築物を分別解体、

建設廃材等を再資源化

家畜排せつ物法
・処理・保管施設の管理基準の遵守、

施設の整備

食品リサイクル法
・食品の製造・加工・販売業者が食品

廃棄物を再資源化

資源有効利用促進法
3R配慮設計・分別回収表示
・指定省資源化製品
・指定再利用促進製品
・指定表示製品

副産物の3R促進・リサイクル材等使用
・指定副産物
・特定省資源業種
・特定再利用業種

産業構造審議会ガイドライン
・品目別ガイドライン（35品目）
・業種別ガイドライン（18業種）

自動車リサイクル法
・使用済みの自動車
・購入者（所有者）がリサイクル費用を負

担、製造事業者等がフロン・エアバッグ・
シュレッダーダストの引取り、リサイクル

その他

家 具

生ごみ
（事業系、家庭系）

衣料品
家電製品

紙

容器包装

産一般廃棄物 業廃棄物

自動車製造業

建設業

農 業

食料品製造業

電気・ガス・熱供給・
上下水道業

パルプ・紙

鉄鋼業

鉱 業

その他

小型家電リサイクル法
・家電リサイクル法対象製品を除く家電

製品（※）
・市区町村等が回収した使用済み小型家

 電等を認定事業者が再資源化

※一般消費者が通常家庭で使用する電気機械器具のうち、効率的な収集・運搬
が可能であって、再資源化が特に必要なものを政令指定

資源有効利用促進法
建設リサイクル法

家電リサイクル法

（事業系のみ） 化 学

（パソコン、ガス機器など）

家電リサイクル制度の概要
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1.2  家電リサイクル法の対象機器と再商品化等基準

図表Ⅰ－3 再商品化等基準の見直し

2001 年４月～ 2009 年４月～ 2015 年４月～
エアコン 60％以上 70％以上 80％以上

テレビ
ブラウン管式 55％以上 55％以上 55％以上
液晶・有機 EL・プラズマ式 対象外 50％以上 74％以上

冷蔵庫・冷凍庫 50％以上 60％以上 70％以上
洗濯機・衣類乾燥機 50％以上 65％以上 82％以上

1 液晶・プラズマ式テレビは 2009年 4月、冷凍庫は 2004年 4月、衣類乾燥機は 2009年 4月、有機 EL 式テレビは 2024年 4月に追
加されました。

2 家電リサイクル法において、法の施行後５年を経過した場合に施行状況を踏まえて政府が行う、法の見直しのための審議会です。

（1）家電リサイクル法の対象機器

家電リサイクル法の対象機器は、家電製品を中心とする
家庭用機器のうちから、次の４つの要件全てに該当するも
のとして、政令により定められています。

❶ 市区町村等における廃棄物の処理設備や処理技術
では、円滑で適正なリサイクルを行うことが困難
なもの

❷ 有効利用できる資源が多く含まれていることから、
リサイクルを行うことが資源の有効利用を図る上
で特に必要なもののうち、リサイクルに係る経済
的な制約が大きくないもの

❸ 設計や部品等の選択が、その製品のリサイクルの
難易度に大きく影響するもの

❹ 小売業者によって配達販売される製品のため、小
売業者による円滑な収集が行えるもの

現在は、同法施行令によりエアコン、テレビ（ブラウン
管式、液晶・有機 EL・プラズマ式）、冷蔵庫・冷凍庫、洗
濯機・衣類乾燥機の４品目が対象機器に指定されており、
総称して「家電４品目」と表現されています １。

（2）再商品化と再商品化等基準

家電リサイクル法においては、製造業者等（製造業者お
よび輸入業者）が廃家電４品目のリサイクルを行うことを
義務付けており、このリサイクルを「再商品化等」と定義
しています。
具体的には廃家電４品目から部品および材料を分離し、

これを自ら製品の部品または原材料として利用すること、
または製品の部品または原材料として利用する者に有償ま
たは無償で譲渡できる状態にすることを「再商品化（マテ
リアルリサイクル）」としています。
また廃家電４品目から部品および材料を分離し、これを

焼却する際に発生する熱エネルギーを自ら利用すること、
または利用しようとする者に有償または無償で譲渡できる
状態にすることを「熱回収（サーマルリサイクル）」とし
ており、この「熱回収」と「再商品化」を合わせて「再商
品化等」としています。
製造業者等には、再商品化等基準として一定以上の再商

品化率（再商品化できたものの量÷処理する廃家電４品目の
重量）を達成することが求められており、ここには熱回収は
含まれないため、再商品化のみで達成する必要があります。
なお廃家電４品目から分離した部品および材料を他者に

譲渡する場合は、有償または無償である必要があり、費用
を払って引き渡す、いわゆる逆有償は含まれません。
再商品化等基準は、合同会合 2 での検討により、次のよ

うに見直しが行われてきています。

Ⅰ章 家電リサイクル制度
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図表Ⅰ－4 家電リサイクル法の対象機器（家電 4 品目）一覧 （2025 年 6 月現在）

家電リサイクル制度の概要

一緒に引き取れるもの

一緒に引き取れないもの

一緒に引き取れるもの

一緒に引き取れないもの

一緒に引き取れるもの

一緒に引き取れないもの

一緒に引き取れるもの

一緒に引き取れないもの

対 象 対 象 外 備 考

・ワイヤレスリモコン（ただし電池は除く）
・室内機用の取付金具
・一体型の純正据付部材
・商品同梱の工事部材

・リモコン用電池
・別売りのドレンパイプ、配管パイプ、渡
り線及び配管カバー（スリムダクト等）
などの工事部材
・室外機の置き台及び屋根
・取扱説明書等の印刷物
・ヒートポンプ給湯機のヒートポンプユ
ニット（エアコンではありません）
・外付けのコインボックス

壁掛け形のセパレート形
壁掛け形のガスヒーターエアコン
壁掛け形のハイブリッドエアコン
（石油、ガス、電気併用エアコン等）

天井埋め込みカセット形エアコン
壁埋め込み形エアコン

天吊り形
セパレートエアコン

床置き形セパレートエアコン
床置き形ハイブリッドエアコン
（石油、ガス、電気併用エアコン等）

・ワイヤレスリモコン（ただし電池は除く）
・着脱式付属専用スピーカー
・商品の付属物（電源コード、スタンド等）

・リモコン用電池
・テレビ台
・取扱説明書等の印刷物
・外付けのコインボックス

・衣類乾燥機能付き換気扇
・衣類乾燥機能付き除湿器
・衣類乾燥機能付きハンガー
・コインランドリー等で使用の
コインボックス内蔵型洗濯機・
衣類乾燥機

・脱水機

・商品同梱の付属品
（製氷皿、棚、野菜カゴ等）

・取扱説明書等の印刷物
・カセットボンベ
・庫内に残った食品等
・外付けのコインボックス

・商品同梱の付属品（洗濯カゴ等）

・衣類乾燥機置き台
・取扱説明書等の印刷物
・外付けのコインボックス
・カセットボンベ
・槽内に残った衣類等

（注4）排水機能とは、ホースの有無にかかわらず本体を傾
けることなく排水できる機能

レ
テ

ビ
）
式
管
ン
ウ
ラ
ブ
（

マルチエアコン
（室内機は壁掛
け形、床置き形が対象、
その他の室内機は対象
外。全ての室内機が対
象外の場合は、室外機
やリモコンも対象外。）

ウィンド形室外機
室外機

室外機

パッケージ
エアコン

ブラウン管式テレビ

ブラウン管式
VTR内蔵テレビ

・電気衣類乾燥機
・ガス衣類乾燥機

液晶・有機EL・プラズマ式テレビ
液晶・有機EL式モニター（注2）

プロジェクションテレビ

冷蔵庫

冷凍庫

衣類乾燥機
洗濯乾燥機

冷凍冷蔵庫

チェスト形

全自動洗濯機 2槽式洗濯機

小型洗濯機
（排水機能付き）
（注4）

アップライト形 引き出し形
ショーケース
（店舗用）

冷凍ストッカー
（店舗用）

ワイン庫
（ワインセラー）

衣類乾燥機能付き
布団乾燥機

衣類乾燥機能付き
ハンガー掛け

電動のバケツ
）4注（）のもいなが能機水排（機

燥
乾
類
衣
・
機
濯
洗

庫
凍
冷
・
庫
蔵
冷

レ
テ

ビ

液
（

晶
・

E
機
有

L
・

）
式
マ
ズ
ラ
プ

HDD・DVD等内蔵テレビ

スポット
エアコン

冷風機
冷風扇

除湿機ウィンド
ファン

ラジカセ一体型
（電池式含む）

建築物に組み込むことが
できるように設計された
液晶・有機EL式テレビ

車載用テレビ(充電式)

携帯テレビ（充電式）

保冷庫・冷温庫（注3）

業務用保冷庫
おしぼりクーラー

保冷米びつ

冷却や制御に電気を使
用するものに限ります。
（ガス等の併用も含む）

（注3）冷温庫は温める機能が有りますが、対象品に含まれ
ます。

ン
コ
ア
エ

も
で
み
の
機
外
室
や
み
の
機
内
室

。
ん
せ
ま
り
わ
変
は
金
料

チューナー分離型テレビ

（注1）パソコンモニターはパソコンリサイクルの
扱いとなります。詳細は一般社団法人パソコン
３R推進協会のホームページをご覧下さい。
https：//www.pc３r.jp/
ホームページをご覧になれない場合のお問合せ先
０３-５２８２-７６８５

（注2）チューナーレステレビとして販売されてい
るものも含む。

ブラウン管式モニター

ディスプレイモニター（注1）電源として一次電池又は蓄電池を
使用する液晶・有機EL式テレビ

※LG Electronics Japan株式会社の
S3シリーズ、S5シリーズも対象とな
ります。

・病院・旅館等で使用のコイン
ボックス内蔵型テレビ

・ホテル用システム
冷蔵庫（課金式）

・冷水機・製氷機
・化粧品専用の保

冷庫

・ペルチェ素子方式冷蔵庫（一部
メーカーでは「電子冷蔵庫」）

・吸収式冷蔵庫（冷媒にアンモ
ニアを使用）

・ポータブル冷蔵庫（車載式・
バッテリー式含む）

※（株）ジーマックスはワインセラーのみ
対象、（株）フジタカはワインセラーと車
載用ポータブル冷蔵庫のみ対象。

※一部対象となる製品もあります

電次一てしと源電（ 
池又は蓄電池を使
用するものも含む）

例）

例）
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1.3  関係者に求められる役割

⃝排出者（消費者および事業者）
▪適正な引渡し
排出者は、家電４品目をなるべく長期間使用することで排
出を抑制するとともに、廃棄する場合は、そのリサイクル
が確実に行われるように小売業者等に適正に引き渡す責務

があります。
▪リサイクルに必要な料金の支払い
排出者は、収集・運搬料金とリサイクル料金を支払う責務
があります。

⃝小売業者
▪引取義務
小売業者は、排出者から自らが過去に販売した家電４品目
の引取りを求められたとき、または買換えに際して同種の
家電４品目の引取りを求められたときは、排出者が引渡し
を希望する場所（排出者の自宅等）で引き取る義務があり
ます。

▪引渡義務
小売業者は、排出者から廃家電４品目を引き取ったときは、
自ら再使用する場合、および再使用もしくは販売しようと
する者に有償または無償で譲渡する場合を除き、指定引取
場所において製造業者等（存在しない場合や不明な場合は
指定法人）に引き渡す義務があります。

▪収集・運搬料金の公表
小売業者は、収集・運搬料金をあらかじめ設定し、店頭等
で公表する義務があります。なお収集・運搬料金は、廃家
電４品目の収集・運搬を能率よく行った場合の適正な原価
を勘案しつつ、排出者の適正な排出を妨げることのないよ
う配慮して設定しなければなりません。また収集・運搬料
金やリサイクル料金の問合せがあった場合には、これに応
答する義務があります。

▪家電リサイクル券の発行と管理
小売業者は、排出者から廃家電４品目を引き取る際に管理
票（家電リサイクル券）を発行し、排出者に控えを交付し
ます。また指定引取場所にて製造業者等から回付を受けた
家電リサイクル券は３年間保存し、排出者から閲覧を求め
られた場合は、これに応じる義務があります。

⃝製造業者等（製造業者および輸入業者）
▪引取義務
製造業者等は、指定引取場所において自らが製造等を行っ
た家電４品目について引取りを求められた場合は、これを
引き取る義務があります。

▪再商品化等実施義務
製造業者等は、引き取った廃家電４品目について遅滞なく
リサイクルを行う義務があります。また、その際には廃家電
に含まれる冷媒フロンおよび断熱材フロンの回収・再利用・
破壊を行うことも義務付けられています。なおリサイクルは
定められた再商品化等基準に従って実施する必要がありま
す。

▪リサイクル料金の公表
製造業者等は、リサイクル料金をあらかじめ設定し、公表
する義務があります。なおリサイクル料金は、リサイクル

を能率よく行った場合の適正な原価を上回らないように、
かつ排出者の適正な排出を妨げることのないよう配慮して
設定する必要があります。

▪指定引取場所の適正配置
製造業者等は、地理的条件や交通事情、自らが製造等した
家電４品目の販売状況、その他の条件を勘案しつつ、廃家
電４品目の能率的なリサイクルや小売業者等からの円滑な
引取りができるよう、指定引取場所を適正に配置する義務
があります。

▪家電リサイクル券の回付と保存
製造業者等は、指定引取場所において小売業者から廃家電
４品目を引き取るときは、小売業者から交付を受けた家電
リサイクル券に受領印を押印の上、小売業者に回付すると
ともに、券の控えを３年間保存する義務があります。

⃝国（経済産業省および環境省）
▪家電リサイクル法履行状況の確認と指導
国は、家電リサイクル法に基づき、小売業者や製造業者等
の家電リサイクル法の義務履行状況を確認し、その状況に応

じて必要な周知や指導、もしくは処分を行う責務があります。
▪家電リサイクルに関する情報提供と普及啓発
国は、消費者などへの家電リサイクルに関する情報の提供
や普及啓発への取組を行う責務があります。

⃝地方公共団体（都道府県および市区町村）
▪住民に対する情報提供と普及啓発
地方公共団体は、住民に対する廃家電４品目の適正な排出
やリサイクルに関する情報提供、および広報活動等を通じ
た住民理解の増進に努める責務があります。

▪廃家電４品目の収集とリサイクル
地方公共団体は、小売業者に引取義務が課せられていない

廃家電４品目について、回収体制を構築することが求められ
ています。なお自ら収集した廃家電４品目は、廃棄物処理
法に基づいて自らリサイクルを行うほか、製造業者等に引き
渡して処分することが認められています。

▪違法回収や不法投棄防止への取組
地方公共団体は、違法な廃棄物回収業者の取締りや不法投
棄防止に向けた取組を行うことが求められています。

関係者の主な役割

家電リサイクル法では、排出者（消費者および事業者）、
小売業者、製造業者等（製造業者および輸入業者）、国、
地方公共団体等、関係する全ての者が定められた責務ある

いは義務を果たし、協力して家電４品目のリサイクルを進
めることが基本的な考え方とされています。

Ⅰ章 家電リサイクル制度
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図表Ⅰ－5 家電リサイクル制度の概要

 

❶ 廃家電４品目の適正な
 引渡し
❷ 収集・運搬、リサイクル

 に関する費用の支払い

［自らが過去に製造・輸入した廃家電４品目］

排

出

収  

集 

・ 

運  

搬

リ  

サ  

イ  

ク  

ル

排出者（消費者・事業者） 排出する人 ＝ 費用を支払う人

作った人 ＝ リサイクルを行う人

…

…製造業者等

収集・運搬
料金の支払い

リサイクル
料金の支払い

料金の流れ

❶ 自らが過去に販売した家電4品目
❷ 買換えの際に引取りを求められた

 家電4品目

小売業者や製造業者等
に対する立入検査等

小売業者

市区町村

売った人 ＝ 収集・運搬を行う人…

排出場所での引取義務

製造業者等への引渡義務

［自ら収集・運搬する場合は、収集・運搬業の許可不要］

指定引取場所における引取義務

再商品化等義務

国（経済産業省・環境省）

家電リサイクル券
（特定家庭用機器廃棄物管理票）

によって
引取り・引渡しを

確実に行う

排
出
者
控
の
交
付

券
の
交
付

回
付
片
の
回
付

指定引取場所

運搬

家電リサイクルプラント

家電４品目の流れ

小
売
業
者
回
付
片
の
保
存

（一般廃棄物収集運搬許可業者）

小売業者に引取義務
（❶❷）が課せられて
いない廃家電4品目

（一般廃棄物の場合）

市区町村
一般廃棄物

処分許可業者

指
定
引
取
場
所
控
の
保
存

排
出
者
控
の
受
領

経産省 環境省

［出典］「 家電リサイクル法［担当者向けガイドブック 2024］」（経済産業省）を基に作成

家電リサイクル制度の概要
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1.4  家電リサイクル制度を支える仕組み

図表Ⅰ－6 グループ別製造業者等と指定法人に委託している製造業者等一覧
 （2025 年6月現在）

1.4  家電リサイクル制度を支える仕組み

A グループ B グループ
LG Electronics Japan（株） 東芝ライフスタイル（株） アイリスオーヤマ（株） 日立ジョンソンコントロールズ空調（株）
大阪ガス（株） ドメティック（株） アクア（株） （株）富士通ゼネラル
クリナップ（株） パーパス（株） シャープ（株） 三菱重工冷熱（株）
（株）コロナ ハイセンスジャパン（株） ソニー（株） 三菱電機（株）
サムスン電子ジャパン（株） パナソニック（株） （株）長府製作所 三菱電機エンジニアリング（株）
（株）JVCケンウッド パナソニックエンターテインメント＆コミュニケーション（株）（株）トヨトミ 吉井電気（株）
ダイキン工業（株） （株）ミスターマックス （株）ノーリツ （株）良品計画
TVS REGZA（株） （株）ヤマダホールディングス ハイアールジャパンセールス（株） リンナイ（株）
東京ガス（株） ヤンマーエネルギーシステム（株） 日立グローバルライフソリューションズ（株）

指定法人に委託している製造業者等
アイリスオーヤマ（株） エレクトロラックス･プロフェッショナル･ジャパン（株） シロカ（株） （株）ピクセラ
（株）AKART （株）オウルテック ジンアンドマリー（株） （株）フィラディス
（株）アグレクション 大橋産業（株） （株）スタイルクレア （株）富士倉
（株）アズマ （株）オーム電機 （株）正和 （株）Freedom
（株）アピックスインターナショナル （株）オーヤマ ダイコーアペックス（株） （株）ベステックグループ
（株）アルミス オプトスタイル（株） 大自工業（株） ベバストサーモアンドコンフォートジャパン（株）
（株）アローン （株）カイホウジャパン （株）ダイレイ （株）ベルソス
アンカー･ジャパン（株） 加島商事（株） （株）高橋国際商事 （株）マキタ
アントビー（株） カンデラ･メディアテック（株） （株）ツインバード マクスゼン（株）
イー・エム・エー（株） ギャランツジャパン（株） （株）ツナシマ商事 ミーレ・ジャパン（株）
イオントップバリュ（株） （株）グリーンハウス （株）TCL JAPAN ELECTRONICS （株）三木森
（株）池商 （株）グローバル ティーズネットワーク（株） 三金商事（株）
ISSYZONE JAPAN（株） （株）慶洋エンジニアリング テクタイト（株） 三ツ星貿易（株）
イディアルリビング（株） （株）ケーズウェーブ （株）デバイスタイル ミナト電機工業（株）
（株）ニトリ 小泉成器（株） （株）デンソーエアクール （株）都商会
インタックSPS（株） 工機ホールディングス（株） （株）天通 モダンデコ（株）
VANLINKS（株） （株）コンポジット （株）デンマート （株）山善
（株）WIS （株）サイエルインターナショナル （株）ドウシシャ ユアサプライムス（株）
ウィンコド（株） さくら製作所（株） （株）TOHO （株）UI
HKO JAPAN（株） （株）ザ・ビーズインターナショナル （株）都光 （株）ユニーク
A＆R（株） 澤藤電機（株） （株）ナヴィック （株）ユニテク
（株）A-Stage サンコー（株） 日仏商事（株） 吉岡電気工業（株）
（株）eX. Media （株）シー・シー・ピー 日本ゼネラル・アプラィアンス（株） ライソン（株）
SIS（株） （株）シービージャパン 日本美的（株） ライフオンプロダクツ（株）
エスケイジャパン（株） （株）ジーマックス （株）ノジマ （株）ロイヤル
エスケイネット（株） （株）ジェネレーションパス ハート電機サービス（株） （株）ロゴスコーポレーション
（株）N・TEC ジャスト（株） （株）はぴねすくらぶ ワールプールジャパン（株）
FFF SMART LIFE CONNECTED（株） ジュージ工業（株） Hanx（株）
LED TOKYO（株） （株）ジョワイユ ビーカム（株）

（1）回収・リサイクル体制

◦製造業者等による回収・リサイクル体制の構築
家電リサイクル法の施行に当たり、製造業者等はＡ・Ｂ

の２グループに集約し、全国で廃家電４品目の回収および
リサイクルを実施しています。グループに集約することに
なった主な要因は以下のとおりです。

❶ 新規事業としての経済性：製造業者等が個別に全国展
開するには多額の投資が必要になり、リサイクル料金
が高くなる

❷	小売業者や市区町村の利便性：小売業者や市区町村の
業務効率化のために、各製造業者等が個別に指定引取
場所を設置するのではなく、集約した指定引取場所を
設けることで利便性を高める

Ⅰ章 家電リサイクル制度
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2016 年３月より家電リサイクル券センター（RKC）のホームページ
に指定引取場所の地図表示機能を追加し、地図上から最寄りの指定引取
場所を検索できるようになりました。また 2018 年４月より個々の指
定引取場所の営業日が分かるカレンダーを掲載、2023 年 8月からは
出入口が判りづらい指定引取場所について、周辺図・構内図を追加して
持込者の利便性のさらなる向上を図りました。

https://www.e-map.ne.jp/p/rkcsymap/
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「指定引取場所」地図の例

図表Ⅰ－7 指定引取場所設置数（2025 年 6 月現在）

青森県：７

岩手県：５

宮城県：９

福島県：８

栃木県：5

茨城県：7

群馬県：４

埼玉県：15

千葉県：12

東京都：12

神奈川県：11

山梨県：４

北海道：26

静岡県：９

岐阜県：７

愛知県：13

長野県：10

秋田県：６

山形県：４

福井県：３

新潟県：8

石川県：3

鳥取県：4

岡山県：４

広島県：９

富山県：４

奈良県：３

三重県：７大阪府：11

和歌山県：６

香川県：４

滋賀県：６

兵庫県：６

京都府：４

徳島県：3

愛媛県：６

高知県：3沖縄県：2

島根県：4

山口県：6福岡県：10

佐賀県：4

長崎県：4

熊本県：６

鹿児島県：５ 宮崎県：５

大分県：５

全国計： 319 カ所

◦指定引取場所の設置状況
製造業者等は、家電リサイクル法の引取義務を履行する

ため、全国に指定引取場所を設置しています。
指定引取場所はＡ・Ｂグループに分かれて設置されま

したが、2009 年 10 月１日に共有化され、現在は全国計
319 カ所全ての指定引取場所で共同引取りを行っていま

す。指定引取場所は、小売業者から持ち込まれた廃家電４
品目の引取りや保管、家電リサイクルプラントまで運搬す
る二次物流業者への引渡し、および家電リサイクル券セン
ター（RKC）への引取データ送信を主な業務として行って
います。

家電リサイクル制度の概要
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◦家電リサイクルプラントの設置状況

製造業者等は、家電リサイクル法第 18条に規定された
再商品化等実施義務を果たすため、全国に 46カ所（Ａグ
ループ：27、Ｂグループ：16、Ａ・Ｂグループ共同：3）
の家電リサイクルプラントを設置しています。
家電リサイクルプラントは、法律に定められた再商品化

等基準に基づき、手解体および破砕・選別等の処理工程を

通じたリサイクルを実施し、併せてエアコンと冷蔵庫・冷
凍庫等に含まれる冷媒フロン、冷蔵庫 ･冷凍庫に含まれる
断熱材フロンの回収・破壊等も実施しています。
Ａグループは既存のリサイクル業者の施設を活用すると

ともに中核となる家電リサイクル専用施設を新設する方式
で、またＢグループは素材関連事業者等と提携した家電リ
サイクル専用施設を新設する方式で、それぞれ全国展開を
行っています。

図表Ⅰ－8 家電リサイクルプラント（2025 年 6 月現在）

A グループ ：27 施設

B グループ ：16 施設

A・B 共同  ：  3 施設
全国 46 施設

● 北陸・甲信越
（株）豊和商事 本社：新潟県長岡市
（株）HARITA：富山県高岡市
（株）HARITA射水リサイクルセンター：富山県射水市

● 近畿
サニーメタル（株）：大阪府大阪市
パナソニックエコテクノロジーセンター（株）：兵庫県加東市
関西リサイクルシステムズ（株）本社工場：大阪府枚方市
（株）アール・ビー・エヌ：兵庫県姫路市

● 東北
東京鐵鋼（株）八戸工場：青森県八戸市
（株）釜屋 リサイクルセンター：福島県鏡石町
東日本リサイクルシステムズ（株）：宮城県栗原市
（株）エコリサイクル：秋田県大館市

● 東海
トーエイ（株）：愛知県常滑市
豊田メタル（株）：愛知県半田市
中部エコテクノロジー（株）：三重県四日市市
（株）富士エコサイクル：静岡県浜松市
グリーンサイクル（株）：愛知県名古屋市
関西リサイクルシステムズ（株）第二工場：三重県伊賀市

● 北海道
（株）鈴木商会 石狩リサイクル工場：石狩市
（株）鈴木商会 発寒リサイクル工場：札幌市
北海道エコリサイクルシステムズ（株）：苫小牧市

● 中国・四国
平林金属（株）御津工場：岡山県岡山市
平林金属（株）港工場：岡山県岡山市

● 九州・沖縄
九州メタル産業（株）本社：福岡県北九州市
九州メタル産業（株）鳥栖営業所リサイクルセンター：佐賀県鳥栖市
熊本新明産業（株）：熊本県熊本市
太信鉄源（株）：宮崎県宮崎市
（株）荒川 南栄工場：鹿児島県鹿児島市
（株）荒川 谷山メタルベイ：鹿児島県鹿児島市
（株）荒川 七ツ島工場：鹿児島県鹿児島市
アクトビーリサイクリング（株）：熊本県水俣市
（株）拓琉リサイクル研究センター：沖縄県沖縄市
琉球セメント（株）：沖縄県名護市
西日本家電リサイクル（株）：福岡県北九州市
拓南商事（株）：沖縄県うるま市

● 関東
パナソニックエコテクノロジー関東（株）：茨城県稲敷市
リバー（株）那須事業所：栃木県大田原市
リバー（株）伊勢崎事業所：群馬県伊勢崎市
リバー（株）加須事業所：埼玉県加須市
リバー（株）市原事業所：千葉県市原市
東芝環境ソリューション（株）：神奈川県横浜市
（株）関東エコリサイクル：栃木県栃木市
（株）ハイパーサイクルシステムズ 本社工場：千葉県市川市
（株）ハイパーサイクルシステムズ 千葉工場：千葉県千葉市
東京エコリサイクル（株）：東京都江東区
ＪＦＥアーバンリサイクル（株）：神奈川県川崎市
（株）フューチャー・エコロジー：東京都大田区

Ⅰ章 家電リサイクル制度
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（2）指定法人

家電リサイクル法においては、制度を円滑かつ効率的に
実施するための仕組みとして、「指定法人」に関する規定
が設けられています。同法第32条第１項の規定に基づき、
同法の主務大臣（施行当時：通商産業大臣および厚生大臣、
現在：経済産業大臣および環境大臣）より、2000年４月
18日に家電製品協会が指定法人に指定されました。指定
法人の業務内容は以下のとおりです。
❶ 一定の要件に該当する製造業者および輸入業者（委託

の直前３年間の家電４品目の生産量または輸入量―国
内向け出荷に係るものに限る―が、家電４品目ごとに
下記の台数に満たない者。以下「特定製造業者等」と
いう。）からの委託を受けて、当該特定製造業者等がリ
サイクルすべき廃家電４品目のリサイクルに必要な行
為を実施すること。（１号業務）

❷ 製造業者等の倒産・廃業等により、リサイクルの実施
義務対象者が不明・不存在である廃家電４品目のリサ
イクルに必要な行為を実施すること。（２号業務）

❸ 主務大臣が公示した地域で排出された廃家電４品目を、
排出者等からの求めに応じ、製造業者等に引き渡すこ
と。（３号業務）

❹ 廃家電４品目の収集 ･運搬ならびにリサイクルの実施
に関する調査･普及および啓発を行うこと。（４号業務）

❺ 廃家電４品目の収集 ･運搬ならびにリサイクルの円滑
な実施を図るため、消費者や市区町村等の照会に応じ、
処理すること。（５号業務）

（3）管理票制度

家電リサイクル法においては、排出された廃家電４品目
が小売業者を通じて製造業者等に適正に引き渡されること
を確実にするため、「特定家庭用機器廃棄物管理票」制度
の運用が定められています。これは、小売業者が排出者か
ら廃家電４品目を引き取る際に管理票の写しを交付し、小
売業者が製造業者等に引き渡すときにも管理票を交付する
もので、小売業者と製造業者等はそれぞれ管理票を３年間
保存すること等が定められています。
家電製品協会は、これに対応して法に基づく製造業者等

と小売業者などの業務の管理・運用を効率的に支援するた
めに「家電リサイクル券システム」を運営しています。

⃝家電リサイクル券システム

家電リサイクル券システムは、家電リサイクル法に示
された特定家庭用機器廃棄物管理票を家電リサイクル券
として実現したもので、リサイクル料金の回収と支払い、
引き取られた廃家電４品目の引渡しが適正に行われてい
るかの管理等の機能を担っています。
なお代表的な家電リサイクル券システムとしては、主に

小売業者が扱う「料金販売店回収方式」、全国に収集・運
搬網を持つ管理統括業者を対象とした「料金管理統括業者
回収方式」および排出者が郵便局でリサイクル料金を支払
う「料金郵便局振込方式」の３方式があります。

⃝家電リサイクル券システムの特長

家電リサイクル法では、特定家庭用機器廃棄物管理票
を廃家電１台に対して１枚を交付することが規定されてい
ます。これにより一品一葉管理が可能となり、具体的には
次のような管理・運営上の特長があります。
❶ 小売業者や製造業者等は、家電リサイクル券を利用す

ることで、廃家電４品目の引取りおよび引渡しにおい
て情物一致管理が容易になります。

❷ 排出者は、個々の家電リサイクル券に記載されている
「お問合せ管理票番号」により、廃家電４品目が製造業
者等に適正に引き渡されているかを確認することがで
きます。

❸ 家電リサイクル券センター（RKC）は小売業者に対して
発券情報・書損じ券情報・引取情報・請求情報等のデー
タを提供しています。これにより、小売業者は廃家電
４品目の引取りおよび引渡しに関して適正管理をする
ことができます。

A）エアコンについては 90万台
B）テレビ（ブラウン管式、液晶・有機 EL・プラズマ式）

については 90万台
C）冷蔵庫・冷凍庫については 45万台
D）洗濯機・衣類乾燥機については 45万台

家電リサイクル制度の概要
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図表Ⅰ－9 家電リサイクル券と廃家電 4 品目の流れ

Ⅰ章 家電リサイクル制度

料金管理統括業者回収方式（イエロー券）

料金郵便局振込方式（郵便局券）

詳細はこちら：https://www.rkc.aeha.or.jp/recycleticket/managerial_collection_method/

詳細はこちら：https://www.rkc.aeha.or.jp/recycleticket/post_office_transfer/

料金販売店回収方式（グリーン券）

料金管理統

料 販売店回 方式（グリー 券）

料

家電リサイクル券の流れ 廃家電4品目の流れ リサイクル料金等の流れ〔 〕

詳細はこちら：https://www.rkc.aeha.or.jp/recycleticket/retailer_recovery/

［出典］「家電リサイクル法［担当者向けガイドブック 2024］」（経済産業省）を基に一部加筆

家電リサイクルプラント

家電リサイクルプラント

家電リサイクルプラント
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家電リサイクル制度の概要

家電リサイクル券  見本（通称「収運業者用券」または「イエロー券」）

家電リサイクル券  見本（通称「郵便局券」）

住 所

）号番話電（

名 称

〒
コ ド

年 月 日

家電リサイクル券（特定家庭用機器廃棄物管理票） お問合せ管理票番号

品
目
・
料
金
区
分

交付日（引取日）西暦

製
造
業
者
等
名

エアコン

冷蔵庫･冷凍庫

洗濯機･衣類
乾燥機

＝

一般財団法人家電製品協会 家電リサイクル券センター

ブラウン管式

テレビ 、
冷 蔵 庫・
冷凍庫は
大小区分
がありま
す ので 、
ご確認の
上、該当
する□に

を記入
ください。

一般財団法人 家電製品協会Ｃ○ 合 計

消 費 税
円

円

円

円

別途入金処理の場合記入不要

①
小
売
業
者
控
兼
受
領
書

収
集
運
搬
業
者

名称 住所

受 領 印年

該当する品目・料金区分
の□に を記入ください。

該当する製造業者等
名の□に を記入く
ださい。

排
出
者

）号番話電（

おなまえ

－ －－ －

様

①小売業者控兼受領書

テレビ

小 大

（
※料金区分
●ブラウン管式テレビ
小： 型以下、大： 型以上

●冷蔵庫・冷凍庫
小：全定格内容積 Ｌ以下
大：全定格内容積 Ｌ以上

備 考
売上伝票
番号など）

小

売

業

者

2 0

2 0

年 月 日2 0

日月暦西日取引

再商品化等料金  領収日備考品目

家電リサイクル券の交付日
と料金領収日が異なる場
合、領収日欄に領収年月日
を記入ください。領収日は、
消費税経過措置の適用時
及び「④排出者控」片を適
格請求書として使用する時
に必要となります。

液晶･有機EL・プラズマ式

●液晶･有機EL・プラズマ式テレビ

2024

収集・運搬料金

再商品化等料金

小： 、大：V型以下 V型以上

11
69

コ ド表記以外の製造業者等の場合は以下の枠内に製造業者等名の略称・コ ドを記入してください。

）（

パナソニック

日立ジョンソン ハイアールジャパン
（100）

ソ ニ ー
（340）

（ ）
シ ャ ー プ

（310）

富士通ゼネラル
（350）

（110
TVS REGZA

114 ）

（303）

三 菱 電 機
（320）（

101

）

ダイキン工業
120（ ）

（392）

ア ク ア
（393）

（300）
日立グローバルライフ

東芝ライフスタイル

（パナソ ック）
三 洋 電 機

（ ）

  

家電リサイクル券（特定家庭用機器廃棄物管理票） お問合せ管理票番号

品
目
・
料
金
区
分

製
造
業
者
等
名

エアコン

冷蔵庫･冷凍庫

洗濯機･衣類
乾燥機

＝

一般財団法人家電製品協会 家電リサイクル券センター

ブラウン管式

Ｃ○ 合 計

消 費 税
円

円

円

円

収集・運搬料金

再商品化等料金
別途入金処理の場合記入不要収

集
運
搬
業
者

名称・住所

受 領 印年

排
出
者

）号番話電（

おなまえ

管
理
統
括
業
者

電話番号17
07

－ －－ －

様

①小売業者控兼受領書

テレビ

（
備 考
売上伝票
番号など）

小

売

業

者

51 52

40

31 32

10

21 22

2 0 日月

家電リサイクル
券の交 付日と
料金領収日が
異 なる場 合 、
領収日欄に領
収年月日を記
入ください。消
費税経過措置
の適用時に必
要になります。

①
小
売
業
者
控
兼
受
領
書

住 所

名 称

〒

年 月 日交付日（引取日）西暦 2 0

年 月 日2 0再商品化等料金  領収日

回収日

一般財団法人家電製品協会 2024

テレビ、
冷蔵庫・
冷凍庫は
大小区分
がありま
すので、
ご確認の
上、該当
する□に

を記入
ください。

品目□に を記入ください。 小 大 備考

名称

液晶･有機EL・プラズマ式

コ ド表記以外の製造業者等の場合は以下の枠内に製造業者等名の略称・コ ドを記入してください。

）（

パナソニック

日立ジョンソン ハイアールジャパン
（100）

ソ ニ ー
（340）

（ ）
シ ャ ー プ

（310）

富士通ゼネラル
（350）

（110
TVS REGZA

114 ）

（303）

三 菱 電 機
（320）（

101

）

ダイキン工業
120（ ）

（392）

ア ク ア
（393）

（300）
日立グローバルライフ

東芝ライフスタイル

（パナソ ック）
三 洋 電 機

（ ）

電話番号

 

2504

ご注意

•対象機器１台につき１通の家電リサイクル券が必要です。
•払込みには必ずこの家電リサイクル券の払込書を使用してください。この払込書を使用しない場合、
リサイクル料金の払込みにはなりません。
•払込後、速やかに排出してください。自治体・小売業者等へ対象機器を引渡した時点又は直接対象機器を
指定引取場所に持込んだ時点の再商品化等料金が適用されます。
•間違って払込みをされた場合は、右記の家電リサイクル券センターまでご連絡ください。手続き方法を
ご案内いたします。
•消費税課税事業者の方へ 本券の「④排出者控」片は適格請求書としてご利用いただけます。詳しくは
「④排出者控」片をご覧ください。

https://www.rkc.aeha.or.jp

•ご自身で指定引取場所に対象機器を持込む場合
•収集運搬を依頼した業者からリサイクル料金の払込方法として
郵便局での払込みを案内された場合

家電リサイクル券センター

STEP

1
STEP

2
STEP

3
STEP

4

複写式の5枚綴り
です。

 

  

右
の

ー
プ
を
剥

し
て
粘
着
面

覆

よ

に

貼
り
く
だ
さ

。

この家電リサイク
ル券の使用方法を
説明しています。

家電リサイクル券 この家電リサイクル券は、下記の場合にご利用いただけます

この冊子の構成は以下のとおりです

家電リサイクルの手続きの流れ
払込書に
必要事項を記入

リサイクル料金
の払込み

排出前
の準備

対象機器
を引渡し

詳細は をご確認ください

家電リサイクルの
手続きの流れ  P1～4

ま
で
は
、手
続
き
の
流
れ
の
説
明
と
な
り
ま
す
。切
り
離
し
て
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

P1
〜
P4 家電リサイクル券払込書

 P2～4

問い合わせ先

リサイクル料金
の払込みに使用
します。

郵便局窓口はリサイクル手続き・料金の
問合せには対応しておりません。 P1

団法人 電製品協会
20 年度 家 リサイクル券 郵便局券）

家電リサイクル券  見本（通称「グリーン券」）

見本

見本

見本
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2  家電リサイクル制度の評価・検討

2.1  合同会合における審議の経緯

家電リサイクル法では「施行後５年を経過した場合にお
いて、この法律の施行の状況について検討を加え、その結
果に基づいて必要な措置を講ずる」ことが定められていま
す（附則第３条）。
これを受けて 2006 年６月から 2007 年 12 月にかけ

て開催された産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル
小委員会電気・電子機器リサイクルワーキンググループ
中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会家電リサイクル制
度評価検討小委員会合同会合（以下「第一次評価・検討合
同会合」という。）にて家電リサイクル制度の施行状況に
ついて評価・検討が行われ、2008 年２月 19日に国への
報告と同時に「家電リサイクル制度の施行状況の評価・検
討に関する報告書」（以下「評価・検討報告書」という。）
が公表されました。
本評価・検討報告書において対象品目の拡大や再商品化

率の見直しについても検討することが求められたため、品
目追加等専門委員会合同会合3 が設置されて調査・検討が
行なわれ、その結果は「特定家庭用機器の品目追加・再商
品化等基準に関する報告書」として取りまとめられました
（2008年９月 22日公表）。

また小売業者におけるリユースとリサイクルの仕分け基
準について検討するため、リユース・リサイクル専門委員
会合同会合４が設置されて調査・検討が行われ、検討結果
は「小売業者による特定家庭用機器のリユース・リサイク
ル仕分け基準作成のためのガイドラインに関する報告書」
として公表されました。
第一次評価・検討合同会合における審議結果に基づき、

「特定家庭用機器再商品化法施行令の一部を改正する政令」
が 2008 年 12月５日に公布、2009 年４月１日に施行さ
れました。この政令は、廃家電 4品目の適正な処理およ
び資源の有効な利用を一層推進するため、対象機器の追加
を行うとともに、再商品化等の基準を引き上げる等の措置
を講ずるものです。
2013 年５月からは２回目の家電リサイクル法の評価・

検討の審議５（以下「第二次評価・検討合同会合」という。）
が行われました。
また 2021 年４月からは３回目の家電リサイクル法の

評価・検討の審議（以下「第三次評価・検討合同会合」と
いう。）が行われました。

開催時期 実施内容
2001 年４月 家電リサイクル法本格施行
第一次評価・検討合同会合

2006年６月～2007年 12月 第１回～第16回合同会合
2008年２月 19日 第一次評価・検討報告書公表
2008年9月 22日 第17回合同会合
2009年 12月～2011年 12月 第18回～第20回合同会合（フォローアップ審議）

第二次評価・検討合同会合
2013年５月～2014年７月 第21回～第32回合同会合
2014年 10月 31日 第二次評価・検討報告書公表
2015年１月～2018年 12月 第33回～第37回合同会合（フォローアップ審議）

第三次評価・検討合同会合
2021年４月～2022年 1月 第38回～第43回合同会合
2022年6月 23日 第三次評価・検討報告書公表

3 産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会電気・電子機器リサイクルワーキンググループ家電リサイクル制度における品目追
加等検討会 中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会特定家庭用機器の再商品化・適正処理に関する専門委員会合同会合。

4 産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会電気・電子機器リサイクルワーキンググループ家電リサイクル制度に関するリユー
ス等適正排出促進手法検討会 中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会特定家庭用機器のリユースとリサイクルのための適正引取・引渡
に関する専門委員会合同会合。

5 第 21回（2013 年５月20日開催）の名称は、「産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会電気・電子機器リサイクルワーキング
グループ 中央環境審議会循環型社会部会家電リサイクル制度評価検討小委員会合同会合」。
第 22回（2013年７月４日開催）以降の名称は、「産業構造審議会産業技術環境分科会廃棄物・リサイクル小委員会電気・電子機器リサ
イクルワーキンググループ 中央環境審議会循環型社会部会家電リサイクル制度評価検討小委員会合同会合」。

図表Ⅰ－10 家電リサイクル法評価・検討の合同会合開催経緯

Ⅰ章 家電リサイクル制度



家電リサイクル 年次報告書 2024年（令和6年）度版［第24期］ 14

2.2  家電リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書（2022 年６月公表）
I
章  

家
電
リ
サ
イ
ク
ル
制
度

II
章  

家
電
リ
サ
イ
ク
ル
実
績

III
章  

製
造
業
者
等
の
取
組

IV
章  

普
及
啓
発
活
動
お
よ
び
支
援
活
動

V
章  

資
料
集 

第三次評価・検討の合同会合では、家電リサイクル制度
の施行状況について評価するとともに、さらなる維持、発
展に向けた方向性について提言することを目的にした「家
電リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書」
を取りまとめ、2022年６月に公表しました。
同報告書では、今後対応すべき次の７つの施策が取りま

とめられました。
（1）有機 EL テレビの対象品目への追加等
（2）家電リサイクル券の記載事項の簡略化や小売業者によ

る保管の電子化等の利便性向上
（3）多様な販売形態をとる小売業者への立入検査の重点

化・合理化等や、モールサイト運営事業者との連携に
よる EC 事業者への計画的な確認及び指導検討

（4）社会状況にあわせた消費者が適正排出しやすい回収体
制の確保・不法投棄の取組への支援の継続・充実

（5）エアコンの回収率向上のための施策検討および新たな
回収率目標の設定

（6）再商品化等費用の回収方式
（7）リサイクルの質の持続的向上に基づくサーキュラーエ

コノミーへの貢献およびエアコンの回収率の向上によ
る温室効果ガスの排出削減

➡報告書の詳細については、経済産業省、環境省の
ホームページをご覧ください。

経済産業省
家電リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書

環境省
家電リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書
https://www.env.go.jp/content/000043018.pdf

➡家電リサイクル全般については、経済産業省、
環境省のホームページをご覧ください。

経済産業省  家電リサイクル法（特定家庭用機器再商品化法）

経済産業省  家電４品目の「正しい処分」早わかり！

環境省  家電リサイクル関連
https://www.env.go.jp/recycle/kaden/index.html

報告書目次

第１章  家電リサイクル制度の現状
１．家電リサイクル制度の施行状況
（1）特定家庭用機器廃棄物の引取台数の状況
（2）使用済特定家庭用機器のフロー推計
（3）回収率の推移
（4）製造業者等によるリサイクルの状況
（5）製造業者等によるフロン回収の状況
（6）特定家庭用機器廃棄物の不法投棄の状況

２．家電リサイクル制度に係るこれまでの主な成果と取組
（1）消費者の視点からの家電リサイクル制度の改善に向けた

取組
①社会全体で回収を推進していくための回収率目標の設定
②消費者の担うべき役割と消費者に対する効果的な普及啓

発の実施
③再商品化等費用の透明化及び再商品化等料金の低減化
④小売業者に引取義務が課せられていない特定家庭用機器

廃棄物の回収体制の構築等による排出利便性の向上
⑤適正なリユースの促進

（2）特定家庭用機器廃棄物の適正処理
①不適正処理に対する取締りの徹底
②不法投棄対策及び離島対策
③小売業者の引渡義務違反に対する監督の徹底
④廃棄物処分許可業者等による処理状況の透明性の向上
⑤海外での環境汚染を防止するための水際対策

（3）家電リサイクルの一層の高度化に向けた取組
①再商品化率の向上と質の高いリサイクルの推進
②有害物質について

（4）対象品目
（5）再商品化等費用の回収方式

第２章  家電リサイクル制度における課題・論点
１.対象品目について
２.家電リサイクル券の利便性向上について
３.多様な販売形態をとる小売業者への対応について
４.社会状況に合わせた回収体制の確保・不法投棄対策について
５.回収率の向上について
６.再商品化等費用の回収方式について
７.サーキュラーエコノミーと再商品化率・カーボンニュート

ラルについて
第３章  課題解決に向けた具体的な施策
１.対象品目について
２.家電リサイクル券の利便性向上について
３.多様な販売形態をとる小売業者への対応について
４.社会状況にあわせた回収体制の確保・不法投棄対策について
５.回収率の向上について
６.再商品化等費用の回収方式について
７.サーキュラーエコノミーと再商品化率・カーボンニュート

ラルについて

家電リサイクル制度の評価・検討

https://www.meti.go.jp/press/2022/06/20220623002/20220623002-b.pdf
https://www.meti.go.jp/press/2022/06/20220623002/20220623002-b.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/kaden_recycle/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/kaden_recycle/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/kaden_recycle/fukyu_special/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/kaden_recycle/fukyu_special/index.html


家電リサイクル 年次報告書 2024年（令和6年）度版［第24期］15

3  家電リサイクルの歩み

Ⅰ章 家電リサイクル制度
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家電リサイクル制度の評価・検討
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１
３
・
４
エ
ア
コ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
料
金
値
下
げ
（
一
部
製
造
業
者
等
）

   
 

 

２
０
１
４
・
４

消
費
税
率
８
％
ス
タ
ー
ト

▼
駆
け
込
み
需
要
に
伴
う
買
換
増
加

２
０
１
９
・
10

消
費
税
率
10
％
ス
タ
ー
ト

▼
駆
け
込
み
需
要
に
伴
う
買
換
増
加

２
０
１
９
・
５

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
資
源
循
環
戦
略

策
定

▼
資
源
循
環
に
係
わ
る
法
制
度
の
動
き
が
加
速

２
０
２
０
・
７

包
装
袋
有
料
化

▼
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
リ
サ
イ
ク
ル
へ
の
意
識
の
高
ま
り

２
０
２
０

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
ィ
ル
ス
の
流
行

▼
巣
ご
も
り
需
要
に
よ
る
買
換
・
廃
家
電
排
出
増
加

２
０
２
２
・
２

ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻

▼
資
源
価
格
高
騰
に
伴
う
物
価
高
騰
に
よ
る
買
控
え

２
０
２
２
・
４

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
資
源
循
環
法

施
行

２
０
１
６
・
５

持
続
可
能
な
開
発
目
標
（
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
）
実
施
指
針
決
定

▼
環
境
に
対
す
る
意
識
の
変
化

２
０
１
８
・
11

中
国
グ
リ
ー
ン
フ
ェ
ン
ス

▼
海
外
へ
の
ミ
ッ
ク
ス
プ
ラ
の
輸
出
が
止
ま
り
国
内
循
環
に
シ
フ
ト

２
０
１
６
・
３

地
球
温
暖
化
対
策
計
画
策
定

▼
地
球
温
暖
化
に
影
響
す
る
エ
ア
コ
ン
の
フ
ロ
ン
種
見
直
し 
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